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10月28日のパ臨連第12回総会で採択された「総会アピール」を紹介します。訴えに応え、全国で学習と交流を強め、パート労働法の実効ある改正、労契法による｢5年手前での雇止め｣を許さず、雇用の安定、均等待遇、仲間増やしに奮闘しましょう！
【総会議案書は各組織に送付済(データ配信できます)、総会概要は｢パ臨のなかまNo2｣をご覧ください】
……………………………………………………………………………………………………………………
総会アピール
なかまのみなさん
昨年９月に発足した民主党・野田内閣は、自らの公約と国民の期待をことごとく裏切り、これまでの自民党すらできなかった消費税増税を強行するなど、財界とアメリカの意向に沿った構造改革を民自公一体となってすすめています。こうした国民犠牲の政治は、戦後最大となる生活保護受給者をはじめ、自殺者、孤立死などを生み出し、貧困と格差をひろげてきました。
しかし、野田内閣の悪政にたいし、国民は黙っているわけではありません。原発ゼロ、消費税増税反対、オスプレイ配備反対、ＴＰＰ参加反対など、一点での共同を大きくひろげ、政治を動かしてきています。
なかまのみなさん
非正規労働者は、いまや1800万人を超え、働く人の４割に近づいています。年収200万円未満のワーキングプアは、官民合わせた雇用労働者全体の35％を占め、その４分の３が非正規労働者という状況になっています。常に雇用不安におびえ、劣悪な賃金・労働条件に置かれている非正規労働者の問題を解決していくことは貧困と格差の解消、日本経済の再生という点からも待ったなしの課題となっているとともに、日本の労働組合運動がまっさきに解決すべき緊急の課題となっています。
パート・臨時労組連絡会は、この1年間、「実効ある有期雇用規制」、「パート労働法の抜本改正」、「均等待遇の実現」、「最賃1,000円の実現」、「公契約条例の制定」など、ディーセントワークの実現のために、一人ひとりが運動の主人公となって、力を合わせてきました。中央の目安答申を上回る地域最賃の引き上げ、2012年春闘での賃金・労働条件の改善など、不十分ながらも着実に成果を上げてきました。
なかまのみなさん
財界・大企業と政府は、正規から非正規への置き換えをさらにすすめ、有期雇用を基本とした安上がりで、雇止め・解雇がいつでも可能となる身勝手な政策をさらにおしすすめようとしています。こうした政策を転換させるためにも、パ臨連の活動を大きくひろげ、非正規労働者のおかれている実態を可視化するとともに、非正規で働くなかまの組織化をさらにすすめていきましよう。
そして、パート労働法の実効ある改正、｢5年手前での雇止め｣許さず雇用の安定をかちとるとともに、来たる総選挙・参議院選挙で、くらしを守り、安心して働き生活できる社会にするために、国民本位への政治の転換をめざして大いに奮闘していきましょう。
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